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参考１ 精神医療及び障害福祉サービス等のデータ 
 

（１）第６期障害福祉計画の成果目標等に係るデータ 
第６期障害福祉計画において、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するため、精

神障害者（精神病床への入院後一年以内に退院した者）の精神病床から退院後一年以内の地域における平

均生活日数、精神病床における一年以上長期入院患者数（六十五歳以上の一年以上長期入院患者数、六十

五歳未満の一年以上長期入院患者数）、精神病床における早期退院率（入院後三か月時点の退院率、入院後

六か月時点の退院率、入院後一年時点の退院率）に関する目標値が掲げられています。 

 
図表１：精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 
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図表２：精神病床における早期退院率（入院後３ヶ月） 

 

 
図表３：精神病床における早期退院率（入院後６ヶ月） 
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図表４：神病床における早期退院率（入院後１２ヶ月） 
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（２）ピアサポーターの養成、アウトリーチ支援の実施状況 
都道府県及び市町村におけるピサポーターの養成、また、アウトリーチ支援に係る状況は以下の通りで

す。 

 

（ピアサポーターの養成状況） 

 

    
 

（アウトリーチ支援の状況） 

 
出典：令和２年度「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築状況にかかるアンケート」より作成  

34.0%

0.0%
27.7%

17.0%

21.3%

0.0%

ピアサポーターの養成状況（都道府県）

都道府県事業として行っている

市町村への委託や補助金等の交付により行っている

民間事業者への委託や補助金等の交付により行っている

今年度は行っていないが、過去に行ったことがある

これまでに養成は行っていない

無回答

43.2%

54.1%

2.7%

ピアサポーター養成プログラムの有無

（都道府県）

ある ない 無回答

1.6% 1.0%
3.5%

2.3%

89.3%

2.3%

ピアサポーターの養成状況（市町村）

市町村事業として行っている

都道府県からの委託や補助金等の交付により行っている

民間事業者への委託や補助金等の交付により行っている

今年度は行っていないが、過去に行ったことがある

これまでに養成は行っていない

無回答

32.6%

65.8%

1.6%

ピアサポーター養成プログラムの有無

（市町村）

ある ない 無回答

64.3%

0.0%

35.7%

0.0%

アウトリーチ支援の状況（都道府県）

都道府県事業として行っている

市町村への委託や補助金等の交付により行っている

民間事業者への委託や補助金等の交付により行っている

無回答

61.0%

26%

7%

アウトリーチ支援の状況（市町村）

市町村事業として行っている

都道府県事業を受託して行っている

民間事業者への委託や補助金等の交付により行っている

無回答

0 20 40 60 80 100
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福祉事業所

その他
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無回答

アウトリーチ支援の委託の状況

都道府県 市町村
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（３）医療保護入院に係るデータ 

 
出典：令和元年度「精神保健福祉資料」より作成  
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出典：令和元年度「精神保健医療福祉資料」より作成 

  

令和元年度　医療保護入院の1年間転帰（都道府県別）

3か月時点での退院
率

6か月時点での退院
率

1年時点での退院率 家族等 市町村長 不明
退院支援委員会
の実施割合

支援委員会が実
施された患者の
うち本人参加割

合

支援委員会が実
施された患者の
うち家族の参加

割合

支援委員会が実
施された患者の
うち地域援助事
業者の参加割合

北海道 57.3% 72.6% 81.8% 97.0% 2.6% 0.3% 76.0% 61.2% 35.2% 4.8%

青森県 62.8% 74.9% 84.5% 97.9% 2.1% 0.0% 80.0% 41.7% 29.2% 4.2%

岩手県 65.7% 81.8% 89.5% 98.6% 1.4% 0.0% 66.7% 22.7% 36.4% 18.2%

宮城県 45.8% 66.8% 91.9% 98.6% 1.4% 0.0% 93.9% 15.8% 12.9% 5.0%

秋田県 63.9% 76.1% 85.6% 97.2% 2.2% 0.6% 76.1% 20.0% 28.6% 8.6%

山形県 70.8% 79.2% 88.7% 97.4% 2.6% 0.0% 76.8% 20.9% 41.9% 18.6%

福島県 56.1% 68.3% 76.1% 96.1% 3.5% 0.4% 77.9% 50.0% 76.7% 18.3%

茨城県 62.6% 70.6% 82.7% 97.6% 2.4% 0.0% 61.4% 54.9% 58.8% 5.9%

栃木県 57.5% 71.9% 77.5% 95.6% 4.4% 0.0% 83.3% 42.5% 47.5% 7.5%

群馬県 55.9% 65.6% 76.7% 95.2% 4.8% 0.0% 40.9% 48.1% 63.0% 11.1%

埼玉県 60.5% 74.5% 84.9% 97.2% 2.8% 0.0% 74.4% 41.0% 32.0% 8.2%

千葉県 64.6% 77.2% 84.4% 95.1% 4.5% 0.4% 76.2% 67.7% 57.0% 15.1%

東京都 67.4% 79.1% 87.5% 95.1% 4.8% 0.1% 61.7% 49.2% 50.4% 10.8%

神奈川県 59.3% 71.5% 81.6% 95.1% 4.6% 0.1% 69.7% 40.6% 46.3% 10.9%

新潟県 58.6% 71.3% 80.8% 97.6% 2.4% 0.0% 86.0% 33.7% 62.8% 10.5%

富山県 66.9% 79.2% 84.4% 97.4% 2.6% 0.0% 90.0% 33.3% 51.9% 7.4%

石川県 71.8% 82.1% 88.0% 97.4% 2.6% 0.0% 97.4% 59.5% 45.9% 13.5%

福井県 50.0% 56.6% 79.4% 98.5% 1.5% 0.0% 57.9% 33.3% 57.6% 24.2%

山梨県 58.6% 78.2% 83.5% 94.0% 4.5% 1.5% 63.9% 60.9% 87.0% 21.7%

長野県 62.8% 73.9% 78.9% 97.2% 2.8% 0.0% 80.4% 40.5% 48.6% 18.9%

岐阜県 65.6% 75.4% 83.6% 99.5% 0.0% 0.5% 54.2% 23.1% 15.4% 0.0%

静岡県 51.7% 62.1% 74.0% 95.4% 4.6% 0.0% 41.2% 49.2% 60.3% 12.7%

愛知県 69.5% 81.9% 87.9% 97.3% 2.7% 0.0% 70.2% 45.5% 32.3% 10.1%

三重県 58.4% 65.3% 73.5% 95.9% 4.1% 0.0% 66.7% 40.5% 50.0% 7.1%

滋賀県 60.8% 73.2% 81.4% 97.9% 2.1% 0.0% 76.9% 25.0% 60.0% 20.0%

京都府 65.2% 76.8% 83.1% 97.0% 3.0% 0.0% 85.0% 33.3% 54.9% 7.8%

大阪府 70.0% 80.6% 86.8% 92.6% 7.4% 0.0% 77.5% 34.9% 44.2% 11.0%

兵庫県 67.6% 78.7% 87.5% 96.9% 2.9% 0.1% 74.7% 50.0% 54.2% 6.8%

奈良県 63.5% 74.3% 83.8% 98.6% 1.4% 0.0% 82.3% 23.5% 17.6% 3.9%

和歌山県 63.4% 76.1% 84.5% 95.8% 4.2% 0.0% 85.0% 58.8% 35.3% 17.6%

鳥取県 60.2% 72.9% 84.7% 96.6% 3.4% 0.0% 81.8% 33.3% 44.4% 22.2%

島根県 58.4% 65.5% 75.2% 94.7% 5.3% 0.0% 70.7% 44.8% 79.3% 17.2%

岡山県 66.7% 77.8% 84.9% 95.6% 4.4% 0.0% 88.0% 56.8% 59.1% 6.8%

広島県 62.9% 77.7% 84.9% 99.2% 0.8% 0.0% 88.5% 50.6% 49.4% 4.7%

山口県 47.9% 62.9% 76.1% 97.2% 2.8% 0.0% 83.6% 44.3% 54.1% 6.6%

徳島県 77.1% 90.4% 96.4% 97.6% 2.4% 0.0% 91.7% 45.5% 63.6% 18.2%

香川県 68.1% 79.2% 88.9% 97.2% 2.8% 0.0% 44.4% 37.5% 37.5% 25.0%

愛媛県 54.7% 65.3% 70.0% 90.0% 2.6% 0.0% 48.3% 53.6% 64.3% 35.7%

高知県 62.8% 73.7% 83.9% 96.4% 3.6% 0.0% 77.1% 55.6% 48.1% 18.5%

福岡県 66.5% 78.6% 85.7% 96.1% 3.8% 0.1% 78.0% 46.4% 49.3% 4.3%

佐賀県 56.9% 70.6% 84.4% 98.1% 1.9% 0.0% 82.7% 32.6% 27.9% 4.7%

長崎県 60.2% 75.6% 84.6% 98.4% 1.6% 0.0% 85.7% 43.3% 53.3% 13.3%

熊本県 54.3% 63.1% 71.9% 96.2% 3.1% 0.7% 65.6% 37.6% 49.5% 14.9%

大分県 54.1% 69.2% 85.0% 98.5% 1.5% 0.0% 62.5% 32.0% 44.0% 12.0%

宮崎県 67.0% 79.8% 85.3% 99.1% 0.9% 0.0% 77.3% 52.9% 58.8% 17.6%

鹿児島県 50.7% 62.1% 79.1% 98.1% 1.9% 0.0% 60.8% 51.1% 51.1% 15.6%

沖縄県 61.0% 75.2% 83.5% 97.2% 2.4% 0.0% 71.0% 55.1% 69.4% 20.4%

全国 62.4% 74.5% 83.6% 96.3% 3.4% 0.1% 72.2% 43.2% 46.6% 10.5%

同意者
退院支援委員会

退院支援委員会の要実施患者※に対する

都道府県

退院率
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参考２ ReMHRAD（リムラッド）について 
 

本項目は、ReMHRAD（Regional Mental Health Resources Analyzing Database/地域精神保健

医療福祉資源分析データベース：リムラッド)について、「医持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタ

リング体制の確保に関する研究」（研究代表者：川崎市精神保健福祉センター所長 大正大学客員教授 竹

島正）の分担研究「精神保健医療福祉の可視化に関する研究」（研究分担者：東洋大学教授 吉田光爾）に

おいてとりまとめられたものを本手引き用に改定したものです。 

 

ReMHRAD は、国立精神・神経医療研究センター内にて公開されている Web データベースです。 

Web 上で閲覧できる精神保健福祉上の統計指標を、１）市区町村単位で、２）地図データを利用し可視

化してわかりやすく、３）多自治体とも比較可能な形で、４）各種指標を統合して表示しています。

（ReMHRAD：（https://remhrad.jp/）） 

   本データベースは主に以下の 4 つのタブにわかれたコンテンツから構成されています。 

 

図表６：ReMHRAD で示される ４つのコンテンツ 

 

 

 

１．多様な精神疾患の指標（医療計画） 

第７次医療計画において示された数値目標等について、各都道府県における指標状況を閲覧す

ることができます。指標の多くは、National Data Base（NDB：レセプト情報・特定健診等情

報データベース)をもとに算出されたものです。 

 

（１）サマリーの表示 

都道府県を選択し、「指標一覧サマリーを見る」欄を選択すると、選択した都道府県の指標の状

況が表示されます。指標毎に色づけされており、全国の都道府県を数値の多寡に応じて分布させて

（四分位）、赤（多い）から青（少ない）へとグラデーションで濃くなる様式になっています。 
このマトリックス表を見ることで、指定した都道府県が、全国と比較した場合に、どの指標で偏

りがあるのか分かるようになっています。 
また、「長期入院患者数」「退院率」「再入院率」についても、指定した都道府県と全国の比較が

表示されます。 
例えば、鹿児島県を例にして見てみましょう（図表７）。各疾患の入院病床を持つ病院数・各疾

患の入院患者数のパネルに赤色がついており、全国と平均して入院に関する病院・患者数が多いこ

とが示されています。他方で、各疾患の外来患者数は青色になっており、外来患者数が少ないこと
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が示されています。また全国と比較して、人口十万人当たりの入院患者数が多く、退院率が低く、

再入院率が高い、という状況も示されます。 
 

図表７：サマリー表示例（鹿児島県） 

 

全体的に病床を有する病院・入院

患者数が全国と比較して多く、外

来患者数が少ない。 

全国平均値と比較して、長期入院患

者数が多く、退院率が低く、再入院

率が高い。 
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このマトリックス表を見ることで、指定した都道府県が、全国と比較した場合に、どの指標で偏

りがあるのか分かるようになっています。 
また、「長期入院患者数」「退院率」「再入院率」についても、指定した都道府県と全国の比較が

表示されます。 
 

なおこのサマリーは「第７次医療計画中間見直し前」と、「～中間見直し後」の 2 つに分かれて

表示されています。「中間見直し後」の指標では、「精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地

域での平均生活日数(※いわゆる地域平均生活日数)」や、「依存症専門医療等機関」や「精神科救

急医療体制整備事業」に関する指標などが追加されています。 

 
 

図表８：新規に追加された指標（地域平均生活日数） 

 

 
※囲み部分 各都道府県の地域平均生活日数と、全国のなかでの位置づけが分かる 
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（２）二次医療圏ごとの状況の表示 

各指標の状況を、二次医療圏域毎に閲覧することもできます。 
都道府県を選択し、「疾患・事業領域」及び「対応指標」を選択すると、全国と比較した場合の

多い（赤）から少ない（青）についてグラデーションで表示されます。 
実際の数値も表示されエクセル形式でのダウンロードも可能です。 
例えば、岡山県において「統合失調症」の「精神科病床での入院患者数」（10 万人あたり）を

見てみましょう（図表９）。全国平均値（266.3 人/十万人）に対して、県南西部圏域では 213.0

人/十万人と低いのですが、高梁・新見圏域では 422.7 人/十万人となっています。ReMHRAD

では地域内のより詳細な情報を表示し、対策を講じるべきなのか検討するための材料を提供して

います。 

 

図表９：二次医療圏表示例（岡山県）

 

 

県南西部圏域では、全国平均値よりも

低くなっている。 
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２．在院者の状況 

このタブは精神保健福祉資料（630調査）で把握された精神科病床への在院者の状況について、

患者の入院前住所地及び精神科病院の所在地をもとに表示しています。 

 

（１）患者の住所ベースで表示 

「患者の住所ベースで表示」を選択した場合、患者の入院前の住所地の住民が、どのエリアの精

神科病院に調査時点で入院しているかを表示することができます。 

例えば東京都江戸川区について見てみましょう（図表 10）。自区内に精神科病院がないため、

船橋市・市川市など千葉県エリアに多くの患者が入院している様子がわかります。退院支援を考え

た場合には、千葉県内の病院・行政との連携が必要であるということが示唆されます。 

 

図表 10：患者の住所ベースで表示例（江戸川区）

 

 

  

（２）病院の所在地ベースで表示 

「病院の所在地ベースで表示」を選択した場合、指定したエリアの精神科病院に調査時点で入院

している患者が、どの市区町村から入院しているか、を表示することができます。 

「病院の所在地ベースで表示」を選択した場合、指定したエリアの精神科病院に調査時点で入院

している患者が、どの市区町村から入院しているか、を表示することができます。 

江戸川区に住所のある患者は 

千葉方面に入院をしている。 
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例えば東京都八王子市を見てみましょう（図表 11）。八王子市の長期入院患者は八王子市民の

みで構成されているのではなく、東京都全域から流入していることがわかります。すなわち退院支

援を考えるときは、八王子市に所在する医療機関・相談支援事業所等だけでなく、都内全域・神奈

川県などとの連携が必要であることが示唆されます。このように ReMHRAD を活用することで、

退院支援の際に連携すべき市区町村を具体的に把握することが可能になります。 

 

図表 11：患者の住所ベースでの表示例（八王子市） 

 

 

（３）退院者の状況に関する表示 

本年度から、これまでの在院者に関する表示だけではなく、退院者（630 調査で把握している

6 月 1 ヶ月について）の状況を表示できるようになりました。これも「患者の住所ベース」およ

び「病院の所在地ベース」のどちらでも表示できます。 

例えば東京都青梅市について、病院所在地ベースで在院者・退院者を比較してみましょう（図表

12 および 13）。青梅市の入院患者も、青梅市民のみで構成されているのではなく、東京都全域か

ら流入していることがわかります（図表 12）。しかし退院者の状況をみると、その退院者は青梅

市周辺に限られています（図表 13）。退院促進を考えていくときに、他の自治体との連携が欠か

せないことが把握できます。 

  

八王子市の精神科病院には都内全域・ 

神奈川県からも入院している。 

千葉方面に入院をしている。 
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図表 12：在院者の表示例（青梅市） 

 

 

図表 13：退院者の表示例（青梅市） 

  

在院状況と退院状況を比較すると、

どこの自治体への退院が少ないのか

がわかる。（例：青梅市の病院には多

くの自治体の住民が在院しているが、退

院は青梅市周辺に限られている） 



    

228 
 

３．地域包括ケアのための資源の状況（訪問看護・障害福祉） 

このタブは精神保健福祉資料（630調査）及び障害福祉サービス等情報公表システムをもとに、

訪問看護ステーション・障害者総合支援法上の各社会資源（精神障害を支援対象に含むものに限

る）の多寡を表示しています。 

例えば、図表 14 は、東京都の精神障害に対応している（＝精神科訪問看護基本療養費を算定し

ている）精神科訪問看護ステーションの人口 10 万人あたりの数が示されています。自治体によ

り差があることがみてとれます。この表示は、訪問看護ステーションおよび障害者総合支援法の各

種サービスについて表示が可能です。なお、これらの数はエクセルでダウンロード可能なので、障

害福祉計画の立案や、地域課題の把握の基礎資料として、活用されることが期待されます。 

 

図表 14：地域包括ケアのための資源の状況 表示例（東京都） 

 

 

※障害福祉サービス等情報公表システムについては、未入力の事業所なども未だ

に多いことが予想されます。各自治体における実態把握の精度向上のために、

各自治体においてもデータ入力のさらなる推進にご協力いただければ幸いです。 
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４．各社会資源のマッピング： 

本タブでは「４．」で示したデータに「日本医師会 地域医療情報システム（http://jmap.jp/）」

の情報を加え、精神医療保健福祉に関する社会資源を、実際の位置情報をもとに地図上にマッピン

グしたものです。   

例えば、奈良県の精神科に対応した医療機関（病院・診療所）を表示したものが、図表 15 にな

ります。社会資源のマップは、地域での偏在を把握するためにも有用です。自治体内の情報のとり

まとめや、臨床活動での活用、また利用者や家族が近隣の社会資源を探す際などにも利用されるこ

とが期待されます。 

 

図表 15：各社会資源のマッピング表示例（奈良県） 
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＜コラム：市町村での活用について＞ 

ここでは、市町村が ReMHRAD を活用する際の視点について例示します。 

  

〇住民の入院状況について把握する 

  市町村は、住民の入院状況等を把握し、傾向や特性、あるいは協働すべき他自治体な

どについて検討することが大切です。 

  ・疾患別に入院患者数を把握する 

   …統合失調症と認知症別に入院患者数が把握できます。 

  ・年齢構成別に入院患者数を把握する 

   …65 歳未満・65 歳以上別に入院患者数が把握できます。 

  ・入院期間別に入院患者数を把握する 

   …3 か月未満、3 か月以上 1 年未満、1 年以上別で入院患者数が把握できます。 

  ・当該市町村の住民が、どこの市町村に入院しているか把握する 

   …当該市町村の入院患者がどの程度の範囲で入院しているのか把握できます。 

  ・当該市町村に入院している患者が、どこの住民なのか把握する 

   …協働・連携が必要な自治体や事業所等の把握につなげることが可能 

   

〇地域生活を支援するために必要な資源について把握する 

  障害福祉サービス等事業所や訪問看護ステーション等の情報について、自らの市町村

の資源について把握することが大切です。精神科医療機関等とコミュニケーションを図

る際にデータとして活用したり、隣接区域等の資源状況などを鑑みて、近隣市町村との

連携推進につなげていく取組が重要です。 

  ・障害福祉サービス等事業所や訪問看護ステーションの数と分布を把握する 

   …地図あるいは表形式にて、これらの数を把握することで、資源が不足する圏域

や、どのサービスが不足しているのか等を把握できます。 

  ・近隣市町村で連携すべき事業所を把握する 

       …全てのサービスを自治体内で充足させることは困難です。連携関係を深めるべき近

隣市町村の資源について把握を進め、連絡を取り合うことが可能となるよう、コミ

ュニケーション・関係性構築につなげていく取組が重要です。 

  ・障害福祉サービス等事業所や訪問看護ステーションの数と分布を把握する 
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参考３ 障害福祉サービス等及び地域生活支援事業等の一覧 
 

（１）障害福祉サービス等の体系 

 

  

就労定着支援 一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助 一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により日常生活における
課題を把握し、必要な支援を行う

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を行う

自立訓練（機能訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な訓練を行う

自立訓練（生活訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な支援、訓
練を行う

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を
行う

就労継続支援（A型） 一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な
訓練を行う

就労継続支援（B型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を
行う

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

短期入所 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話
を行う

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の
機会を提供する

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度訪問介護
重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常
に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援、入院時の支援等
を総合的に行う

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う

行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）者 児
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188,354
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25,503

11,440
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48,190

20,935
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4,817

257

11,346

2,583

240

9,781

175

1,204

3,021

3,875

13,658

1,328

計画相談支援

【サービス利用支援】
・ サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・ 支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成
【継続利用支援】
・ サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

障害児相談支援
【障害児利用援助】
・ 障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

地域移行支援 住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事業
所への同行支援等を行う

地域定着支援 常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福祉
サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う

福祉型障害児入所施設 施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う

医療型障害児入所施設 施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び
知識技能の付与並びに治療を行う

居宅訪問型児童発達支援 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

保育所等訪問支援 保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団
生活への適応のための専門的な支援などを行う

児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支
援を行う

医療型児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、 集団生活への適応訓練などの
支援及び治療を行う

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のた
めの必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う
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（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）102
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（２）令和３年度地域生活支援事業（市町村事業） 

 
 

（３）令和３年度地域生活支援事業（都道府県事業） 
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（４）令和３年度地域生活支援促進事業 
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参考４ 圏域の考え方に係る資料等 
 

（１）各圏域設定の考え方について 
域の種類 考え方 

精神医療圏 

・第 6次医療計画において、新たに精神疾患が追加され、医療連携体制を構築 

・二次医療圏を基本としつつ、地域の実情に応じて弾力的に設定すること

とされている 

精神科救急医療圏 

・都道府県が精神科救急医療の整備を借るべき地域的単位として設定した区域 

・精神科救急医療体制整備事業を通じて、圏域毎の実態に応じた身体合併

症患者を含む精神科救急医療体制機能を整備 

二次医療圏 

・一体の区域として病院等における入院に係る医療を提供することが相当

である単位として設定。その際、以下の社会的条件を考慮する。 

  ・地理的条件等の自然的条件 

  ・日常生活の需要の充足状況 

  ・交通事情 等 

障害保健福祉圏域 

・広域的な視点から障害福祉サービス等の提供体制の確保を図るため、都道

府県の行政機関の管轄区域等を勘案しつつ、市町村より広域的な行政単位

として複数市町村を含む広域圏域として、障害福祉計画において設定 

老人福祉圏域 
・福祉サービス及び保健・医療サービスの一体化・総合化を図る観点から、介

護保険施設等の適正配置の目安として、介護保険事業支援計画において設定 

 

（２）都道府県別各圏域数集計  

  
出典：令和元年度「精神保健医療福祉資料」より作成 
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参考５ 関連する計画等 
 

（１）第 4次障害者基本計画 
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（２）第 7次医療計画において定める数値目標 
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（３）第７次医療計画中間見直しにおける指標例 
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（４）第 6期障害福祉計画において定める成果目標 

  
令和 2 年 3 月 9 日:主管課長会議
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